
5-2 事業環境整備

当初予算（ａ）

補正予算（ｂ）

繰越し等（ｃ）

合計（ａ+ｂ+ｃ）

基準値 目標値 達成

- 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度 令和5年度

- 1,176 1,379 1,514 1,681 -

令和5年度に
事業承継・引
継ぎセンター
のマッチング
件数2,000件

1,500 1,750 2,000 2,000 2,000

達成

基準値

- 3年Ⅰ期 3年Ⅱ期 3年Ⅲ期 3年Ⅳ期 4年Ⅰ期 4年Ⅱ期 4年Ⅲ期

- ▲ 12 ▲ 8 ▲ 8 ▲３ ▲6 ▲2 0

基準値

- 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

- 8,235 7,769 6,027 6,876 - - -

参考指標

1
日銀短観における中小企

業の業況判断DI

実績値

測定指標

1
事業引継ぎの促進（成約）

実績値

2
東京商工リサーチによる
企業倒産件数（中小企業

計）

実績値

2

①日本政策金融公庫中小企業事業貸付額（29年度：1兆4,851
億円、30年度：1兆2,331億円、令和元年度：1兆1,474億円、令
和２年度：4兆5,648億円、令和３年度：1兆6,874億円、令和４年
度：１兆3,551億円）
②信用保証承諾額（30年度：8兆0,728億円、令和元年度8兆
9,390億円、令和２年度：35兆1,234億円、令和３年度：7兆7，
219億円、令和４年度：8兆2,123億円）
③政府系金融機関における経営者保証によらない融資件数の
割合（28年度：32％、29年度：34％、30年度：36％、令和元年
度：39％、令和２年度：38％、令和３年度：47％、令和４年度：
52％）

令和4年度

目標値

達成 資金繰りの円滑化に係
る施策（貸付、信用保証

等）の着実な実施

施策の進捗状況（実績）

資金繰りの円滑化

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

「まち・ひと・しごと創成基本方針2021」（令和３年６月18日閣議決定）
「経済財政運営と改革の基本方針2022」（令和４年６月７日閣議決定）
「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画」（令和４年６月７日閣議決定）
「デジタル田園都市国家構想基本方針」（令和４年６月７日閣議決定）

▲ 3,249,576 3,296,073 5,931

4,810,550 3,470,112 298,669

予算の
状況

（百万円）

23,162

執行額（百万円） 4,794,201 2,064,022

8,036,964 150,836

令和４年度実施施策に係る政策評価書
（経済産業省3-5-2）

政策名 5　中小企業・地域経済 施策名

施策の概要
中小企業・小規模事業者の多様な資金調達手段の確保及び必要かつ十分な資金供給を行うとともに、中小企業・小規模事
業者が抱える事業承継・引継ぎ等の課題に対する事業環境の整備を図る。

23,203 19,953 18,746

達成すべき目標
・政策金融・信用保証制度を通じて中小企業・小規模事業者に対する資金供給の円滑化を図る。
・後継者問題を抱える中小企業・小規模事業者の円滑な事業承継・引継ぎを促進する。
・税制措置、および被災地域の施設復旧等への支援等により、中小企業・小規模事業者の事業環境の整備を図る。

施策の予算額、執行
額等

区分 2年度 3年度 4年度 5年度

281,251

未達成

年度ごとの目標値

272,785 0



施策の分析評
価
結
果

目標達成度合い
の測定結果

（各行政機関共通区分） 相当程度進展あり

（判断根拠）
中小企業・小規模事業者の資金繰り支援、円滑な事業承継・引継ぎの支援の関連施策を着実
に実施し、事業環境の整備が進展したと考えられるため、相当程度進展ありとした。

資金繰り支援・事業引継支援について、下記施策に取り組んだ。支援件数の増加を踏まえ、目標達成に貢献していると分析
する。

・中小企業・小規模事業者に対し、新事業、海外展開等に取り組む際の資金の供給や経済危機や自然災害の影響等により
一時的に売上高や利益が減少する際の資金繰り支援を図ることを目的とし、各種施策を実施。具体的には、日本政策金融公
庫・商工中金による融資や信用保証協会による保証を着実に実行することで、中小企業・小規模事業者に対する資金供給の
円滑化に貢献している。

・特に、今般の新型コロナウイルス感染症の流行に際しては、実質無利子・無担保融資等の各種支援策を講じ、令和５年３月
末までに、約251万件、約44兆円もの融資・保証を決定した。また、民間金融機関による実質無利子・無担保融資の返済本格
化に対応して、コロナ借換保証制度を令和５年１月に開始し、返済期間を長期化するとともに、金融機関の伴走支援により収
益力改善に取り組む環境の整備を行った。令和５年３月末までに、約２．５万件、約６千億円の借換を承諾した。さらに、日本
政策金融公庫の融資についても、令和５年３月に「コロナ資金繰り支援継続プログラム」を公表し、スーパー低利融資や、資本
性劣後ローンの申請期限を令和５年９月末まで延長し、コロナ融資の借換えを支援した。経営者保証によらない融資の割合
については拡大傾向にあることに加え、中小企業信用保険法の改正を閣議決定し、保証料の上乗せを前提に、一定の要件
を充たせば、信用保証協会は経営者保証を求めない等の内容を盛り込むことで、経営者保証によらない融資慣行の確立に
向け前進している。

・経営者の高齢化が進展するなか、中小企業・小規模事業者の事業承継・引継ぎの重要性が高まっている。また、新型コロナ
ウイルス感染症の影響等を背景として解散・休廃業は令和4年は4万9,625件と令和2年（4万9,698件）に続き高水準となってお
り、第三者への承継も含めて円滑に事業承継・引継ぎを進める必要がある。こうした状況に対応するため、令和３年４月に親
族内承継と第三者承継の機能を統合した「事業承継・引継ぎ支援センター」において、プッシュ型の事業承継診断や事業承継
計画策定支援を行うとともに、後継者不在の中小企業・小規模事業者と事業等の譲受を希望する事業者とのマッチング等を
支援した。そうした支援の結果、事業承継・引継ぎ支援センターにおける成約件数は、年々増加しており、円滑な事業承継・引
継ぎの促進に貢献している。

次期目標等への
反映の方向性

学識経験を有する者
の知見の活用

担当部局・課室名 中小企業庁 長官官房 総務課 政策評価実施時期 令和5年8月

現行の施策が目標達成に貢献していることを踏まえ、下記のように、引き続き同目標に向けて取り組む。

・政策金融や信用保証を通じた中小企業・小規模事業者の資金繰り支援に取り組むとともに、早期の経営改善に向けて、民
間金融機関や支援機関等と連携した経営支援環境の整備を行っていく。引き続き、新型コロナ等の影響を踏まえた今後の対
応について検討を進める。

・中小企業・小規模事業者の円滑な事業承継・引継ぎを支援するため、「事業承継・引継ぎ支援センター」の関連施策を実施し
ていく。施策の分析を踏まえ、引き続き、令和5年度までに事業承継・引継ぎセンターの成約件数2000件を目指す。

政策評価を行う過程に
おいて使用した資料そ
の他の情報

各事業承継・引継ぎ支援センターの実績値より集計
①日本政策金融公庫の実績値より集計
②信用保証連合会の実績値より集計
③中企庁HP「政府系金融機関及び信用保証協会におけるガイドラインの活用実績」参照

有識者と意見交換を実施し、その議論を踏まえて省としての政策評価体系や評価の在り方を決定。


